
１ 課の運営方針

２ 担当（係）の使命（果たす役割）

（リサイクル担当）：一般廃棄物の処理計画の立案及び進捗管理を行うとともに、一般廃棄物の減量化及び再資源化の推進に係る事業を効率的に展開します。
（施設担当）　　　 ：リサイクルプラザ、家庭ごみ搬入受付センター、不燃物処分場及びその他廃棄物処理施設の管理運営を適正に行います。
（収集担当）　　 　：一般廃棄物の収集運搬業務を効率的に実施するとともに、不法投棄廃棄物の回収処理を行います。

【課の使命】
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に則った一般廃棄物の適正な処理（分別・収集運搬・処分）を実施するとともに、市民・事業者・行政が協働して、ごみの発生抑制・再
使用・再資源化（3R）を推進することにより、循環型社会の形成を目指します。

【課の目標】
①ごみの発生抑制・再使用・再資源化（3R）のさらなる推進
　 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が令和4年4月に施行されたことに伴い、市民・事業者・行政及び関係団体などのあらゆる主体が、プラスチックごみの
発生抑制などに協働して取り組むことにより、持続可能な社会の実現に向け、３Rの推進を図ります。

②「環境館」を核とした意識啓発の推進
　 環境館での処理施設見学やリサイクルの体験講座、再生品の展示など、来館者への3Ｒ推進、海洋プラスチックごみ問題やエシカル消費に対する意識啓発を行うととも
に、市民が主体となった3R推進活動の交流拠点として事業展開を進めます。

③ごみ処理施設の適正な管理運営
　 平成31年4月から供用開始した処理困難物選別施設やリサイクルプラザペガサス、徳山下松港新南陽Ｎ７地区最終処分場、鹿野一般廃棄物最終処分場等について、適
正な維持管理と安定・効率的な運営を行います。また、平成30年度末に埋立終了した周南市不燃物処分場については、廃止に向け環境測定を実施するなど適正に管理し
ます。

④次期周南市一般廃棄物処理基本計画策定に向けた構想の立案
　 令和6年度で終了する現在の基本計画を基にごみ及び生活排水の次期周南市一般廃棄物処理基本計画のアウトラインを設計し、令和7年度の次期基本計画策定に向
け、構想の立案及び策定に向けた事務処理を着実に進めます。

【行財政改革への取組み】
●業務スケジュールの共有化を進め、計画的かつ効率的に業務ができる環境整備を図ります。
●周陽環境整備組合の解散手続きを進め、事務の効率化を図ります。
●市民の利便性の向上に向けた粗大ごみの受付システムの構築を図ります。
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３ 課の経営資源

（１） 課の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２） 事業規模 ※R2職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業

４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・後期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

会計年度
任用職員

1

目標

2,691,027

８　環境共生
１　低炭素・循環型社会の実現
４　３Ｒの推進と廃棄物の適正処理

　市民・事業者・行政及び関係団体が協働して、ごみの発生抑制・再使用・再資源化に取り組
み、ごみの減量化と再資源化を促進します。（市民一人一日当たりのごみの排出量　令和４年度
目標：668ｇ、リサイクル率　令和４年度目標：33.4％、最終処分量　令和４年度目標：2,918t）
　また、ごみ処理経費の削減を図るとともに、ごみ処理施設等の適正な維持管理と効率的な運
営を行います。

担当予算事業数 15

実現したい成果　（最終目標）推進施策

歳入予算額 250,671 歳出予算額

2

職員数 正職員
会計年度
任用職員

正職員 214,650

7,155

35,09845 30 15

８　環境共生
１　低炭素・循環型社会の実現
３　環境教育・啓発の推進

　環境館を啓発活動の拠点として、体験を通じた啓発や情報発信による啓発を推進していくとと
もに、市内環境衛生推進団体の活動を支援し、連携した取り組みを展開します。
（環境館利用者数　令和４年度目標：4,600人、クリーンリーダー設置率　令和４年度目標：100％）

人件費


